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(57)【要約】
【課題】正確な日時情報を短時間でより確実に取得する
ことの出来る衛星電波受信装置、電子時計、日時取得方
法及びプログラムを提供する。
【解決手段】衛星からの電波を受信して信号を復調し、
復調した信号における各符号を受信符号として同定する
受信手段と、複数の衛星による受信符号と、受信符号の
受信タイミングとして取得された現在日時に対して設定
される最大ずれ幅内で受信が想定される想定符号とを照
合し、照合結果情報を複数の衛星の各々について最大ず
れ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合手段と
、複数の衛星に係る照合結果情報を統合する照合結果統
合手段と、統合された照合結果情報に基づいて、受信符
号と想定符号とが所定の合致条件を満たすずれ量を特定
するずれ量特定手段と、所定の合致条件を満たすずれ量
に基づいて日時情報を取得する日時取得手段と、を備え
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
 　衛星からの電波を受信して信号を復調し、当該復調した航法メッセージの情報に係る
符号を受信符号として同定する受信手段と、
  複数の前記衛星の同一の前記航法メッセージの前記情報に係る前記受信符号と、当該受
信符号の受信タイミングとして取得された現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受
信が想定される想定符号とを照合し、前記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前
記複数の衛星の各々について前記最大ずれ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合
手段と、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合手段と、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定手段と、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量の前記想定符号が示す日時に基づいて日時情報を取
得する日時取得手段と、
  を備えることを特徴とする衛星電波受信装置。
【請求項２】
  前記照合結果統合手段は、
  前記複数の衛星からの伝播時間の差に応じた前記受信符号の受信タイミングずれを各々
特定するタイミングずれ特定手段と、
  前記受信タイミングずれを反映して、前記複数の衛星に対して各々前記照合結果情報と
対応付けられた前記ずれ量を調整するずれ量調整手段と、
  前記調整された前記ずれ量ごとに前記複数の衛星に係る前記照合結果情報を統合する調
整データ統合手段と、
  を備えることを特徴とする請求項１記載の衛星電波受信装置。
【請求項３】
  前記タイミングずれ特定手段は、
  前記複数の衛星のうち少なくとも一つについて、複数の前記受信符号に対する前記照合
結果情報が所定の個別合致条件を満たす前記ずれ量を特定する個別ずれ量特定手段と、
  特定された前記ずれ量を基準として前記受信タイミングずれを特定する相対ずれ量特定
手段と、
  を備えることを特徴とする請求項２記載の衛星電波受信装置。
【請求項４】
  前記照合手段は、前記複数の衛星についてそれぞれ、複数の前記受信符号と照合された
前記想定符号の照合数と、当該想定符号が前記受信符号と不一致であった不一致数とを前
記衛星ごと前記ずれ量ごとに計数し、
  前記個別ずれ量特定手段は、前記衛星ごと前記ずれ量ごとの前記照合数に対する前記不
一致数が所定の上限基準値以下である場合に、対応するずれ量が当該衛星に係る前記個別
合致条件を満たすと判定する
  ことを特徴とする請求項３記載の衛星電波受信装置。
【請求項５】
  前記照合手段は、前記複数の衛星についてそれぞれ、複数の前記受信符号と照合された
前記想定符号の照合数と、当該想定符号が前記受信符号と不一致であった不一致数とを前
記衛星ごと前記ずれ量ごとに計数し、
  前記調整データ統合手段は、前記調整されたずれ量ごとに各衛星の前記不一致数を加算
した合計不一致数及び当該不一致数に各々対応する照合数を加算した合計照合数を算出す
ることで前記照合結果情報を統合することを特徴とする請求項２～４の何れか一項に記載
の衛星電波受信装置。
【請求項６】
  前記ずれ量特定手段は、前記合計不一致数が所定の信頼条件を満たすか否かにより前記
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合致条件を満たすか否かを判定することを特徴とする請求項５記載の衛星電波受信装置。
【請求項７】
  前記受信手段により受信された電波の強度に基づいて符号の誤同定確率を取得する誤同
定確率取得手段と、
  前記複数の衛星の各々について得られた前記誤同定確率に基づいて統合誤同定確率を算
出する統合誤同定率算出手段と、
  を備え、
  前記ずれ量特定手段は、二番目に小さい前記合計不一致数である次点不一致数が当該次
点不一致数に対応する前記合計照合数中に出現する確率が前記統合誤同定確率に応じた所
定の妥当性基準を満たす範囲内にないことを前記所定の信頼条件とする
  ことを特徴とする請求項６記載の衛星電波受信装置。
【請求項８】
  電波の受信強度と前記誤同定確率とを対応付けて確率テーブルとして記憶する確率テー
ブル記憶手段を備え、
  前記誤同定確率取得手段は、前記受信強度に基づいて前記確率テーブルを参照すること
で前記誤同定確率を取得する
  ことを特徴とする請求項７記載の衛星電波受信装置。
【請求項９】
  前記ずれ量特定手段は、最小の前記合計不一致数である最小不一致数が当該最小不一致
数に対応する前記合計照合数中に出現する確率が前記統合誤同定確率に基づいて前記妥当
性基準を満たす範囲内にあることを前記所定の信頼条件に含む
  ことを特徴とする請求項７又は８記載の衛星電波受信装置。
【請求項１０】
  前記相対ずれ量特定手段は、一の衛星により得られた受信符号について、前記個別合致
条件を満たす基準ずれ量に対して、前記一の衛星以外の他の衛星による受信符号について
各々所定の符号数の相対ずれ範囲内で当該受信符号と前記想定符号との間における合致の
度合が最も高いずれ量を各々取得することで、前記複数の衛星に係る前記受信タイミング
ずれを特定することを特徴とする請求項３又は４記載の衛星電波受信装置。
【請求項１１】
  前記衛星はＧＰＳ衛星であり、
  前記所定の符号数の相対ずれ範囲内は、前後に１符号以内である
  ことを特徴とする請求項１０記載の衛星電波受信装置。
【請求項１２】
  前記照合手段は、前記受信手段により一の受信符号が同定されるごとに、前記一の受信
符号の受信日時に対する前記最大ずれ幅内の前記想定符号と、当該一の受信符号とを照合
することを特徴とする請求項１～１１の何れか一項に記載の衛星電波受信装置。
【請求項１３】
  前記最大ずれ幅は、前記取得された現在日時を計数する計時手段の当該現在日時が直近
に修正されてからの経過時間に応じて求められることを特徴とする請求項１～１２の何れ
か一項に記載の衛星電波受信装置。
【請求項１４】
  前記最大ずれ幅内の想定符号を含む想定符号列と、当該想定符号列内において前記想定
符号と想定されなかった符号とを識別する識別情報とを生成する想定符号列生成手段を備
え、
  前記照合手段は、前記識別情報に基づいて前記想定符号と前記受信符号とをそれぞれ照
合する
  ことを特徴とする請求項１～１３の何れか一項に記載の衛星電波受信装置。
【請求項１５】
  請求項１～１４の何れか一項に記載の衛星電波受信装置と、
  現在日時を計数する計時手段と、
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  前記日時取得手段により取得された日時により前記計時手段の計数する日時を修正する
日時修正手段と、
  を備えることを特徴とする電子時計。
【請求項１６】
  衛星からの電波を受信して信号を復調し、当該復調した航法メッセージの情報に係る符
号を受信符号として同定する受信ステップ、
  複数の前記衛星の同一の前記航法メッセージの前記情報に係る前記受信符号と、当該受
信符号の受信タイミングとして取得された現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受
信が想定される想定符号とを照合し、前記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前
記複数の衛星の各々について前記最大ずれ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合
ステップ、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合ステップ、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定ステップ、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量の前記想定符号が示す日時に基づいて日時情報を取
得する日時取得ステップ、
  を含むことを特徴とする日時取得方法。
【請求項１７】
  衛星からの電波を受信して信号を復調する受信手段を備えたコンピュータを、
  前記復調した航法メッセージの情報に係る符号を受信符号として同定する同定手段、
  複数の前記衛星の同一の前記航法メッセージの前記情報に係る前記受信符号と、当該受
信符号の受信タイミングとして取得された現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受
信が想定される想定符号とを照合し、前記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前
記複数の衛星の各々について前記最大ずれ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合
手段、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合手段、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定手段、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量の前記想定符号が示す日時に基づいて日時情報を取
得する日時取得手段、
  として機能させることを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、衛星電波受信装置、電子時計、日時取得方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System）に係るナビゲーション衛星（
測位衛星）からの電波を受信して日時情報を取得することで、計数する日時を正確に保つ
機能を有する電子時計（電波時計）がある。この電子時計では、ユーザの手動操作を必要
とせず、また、世界の各地で計数、表示する日時を正確に保つことが出来る。
【０００３】
　衛星電波の受信に係る負荷は、電子時計における日時の計数や表示に係る負荷と比較し
て非常に大きく、衛星電波の受信への対応は、バッテリの大型化、及びこれに伴う電子時
計のサイズの大型化や重量増加に繋がるという問題がある。そこで、従来、電力消費を低
減させるための種々の技術が開発されている。
【０００４】
　このような電力消費を低減させる技術の一つとして、必要最低限の情報のみを受信する
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ことで電波受信時間を短縮させるものがある。特許文献１には、ＧＰＳ衛星から送信され
る信号のフォーマット（航法メッセージ）に従って日時情報を含む所定の部分を受信し、
不要な情報に係る符号列が送信されている間受信を一時停止させる技術について開示され
ている。また、自機で計数している現在日時の情報を用いて、必要な情報が送信されるタ
イミングに合わせて受信動作を開始させる技術がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－３６７４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、取得情報の精度は、符号数や情報数に依存するので、取得日時の誤同定
を避けてより精度を上げようとすると、複数回の日時情報の受信を行う必要が生じ、受信
時間が長くなるという課題がある。
【０００７】
　この発明の目的は、正確な日時情報を短時間でより確実に取得することの出来る衛星電
波受信装置、電子時計、日時情報取得方法及びプログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明は、
　衛星からの電波を受信して信号を復調し、当該復調した航法メッセージの情報に係る符
号を受信符号として同定する受信手段と、
　複数の前記衛星の同一の前記航法メッセージの前記情報に係る前記受信符号と、当該受
信符号の受信タイミングとして取得された現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受
信が想定される想定符号とを照合し、前記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前
記複数の衛星の各々について前記最大ずれ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合
手段と、
　前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合手段と、
　前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定手段と、
　前記所定の合致条件を満たすずれ量の前記想定符号が示す日時に基づいて日時情報を取
得する日時取得手段と、
　を備えることを特徴とする衛星電波受信装置である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に従うと、衛星電波受信により正確な日時情報を短時間でより確実に取得するこ
とが出来るという効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態の電子時計の機能構成を示すブロック図である。
【図２】ＧＰＳ衛星から送信されている航法メッセージのフォーマットを説明する図であ
る。
【図３】本実施形態の電子時計における符号列の照合動作について説明する図である。
【図４】想定符号と受信符号との間の不一致数とずれ量との関係を模式的に示す図である
。
【図５】日時取得処理の制御手順を示すフローチャートである。
【図６】日時情報受信処理の制御手順を示すフローチャートである。
【図７】パターン照合処理の制御手順を示すフローチャートである。
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【図８】信頼性判定処理の制御手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本発明の衛星電波受信装置を有する電子時計１の実施形態の機能構成を示すブ
ロック図である。
【００１２】
　この電子時計１は、少なくとも米国のＧＰＳ（Global Positioning System）に係る測
位衛星（以下、ＧＰＳ衛星と記す）からの電波（衛星電波）を受信して日時情報を取得す
ることが可能な電波時計である。
　電子時計１は、日時修正手段としてのホストＣＰＵ４１（Central Processing Unit）
と、ＲＯＭ４２（Read Only Memory）と、ＲＡＭ４３（Random Access Memory）と、発振
回路４４と、分周回路４５と、計時手段としての計時回路４６と、表示部４７と、表示ド
ライバ４８と、操作部４９と、電源部５０と、衛星電波受信装置としての衛星電波受信処
理部６０と、アンテナＡＮなどを備える。
【００１３】
　ホストＣＰＵ４１は、各種演算処理を行い、電子時計１の全体動作を統括制御する。ホ
ストＣＰＵ４１は、ＲＯＭ４２から制御プログラムを読み出し、ＲＡＭ４３にロードして
日時の表示や各種機能に係る演算制御や表示などの各種動作処理を行う。また、ホストＣ
ＰＵ４１は、衛星電波受信処理部６０を動作させて測位衛星からの電波を受信させ、受信
内容に基づいて求められた日時情報や位置情報を取得する。
【００１４】
　ＲＯＭ４２は、マスクＲＯＭや書き換え可能な不揮発性メモリなどであり、制御プログ
ラムや初期設定データが記憶されている。制御プログラムの中には、測位衛星から各種情
報を取得するための各種処理の制御に係るプログラム４２１が含まれる。
【００１５】
　ＲＡＭ４３は、ＳＲＡＭやＤＲＡＭなどの揮発性のメモリであり、ホストＣＰＵ４１に
作業用のメモリ空間を提供して一時データを記憶すると共に、各種設定データを記憶する
。各種設定データには、電子時計１のホーム都市設定や、日時の計数、表示における夏時
間の適用可否に係る設定が含まれる。ＲＡＭ４３に記憶される各種設定データの一部又は
全部は、不揮発性メモリに記憶されても良い。
【００１６】
　発振回路４４は、予め定められた所定の周波数信号を生成して出力する。この発振回路
４４には、例えば、水晶発振器が用いられている。
【００１７】
　分周回路４５は、発振回路４４から入力された周波数信号を計時回路４６やホストＣＰ
Ｕ４１が利用する周波数の信号に分周して出力する。この出力信号の周波数は、ホストＣ
ＰＵ４１による設定に基づいて変更することが可能であっても良い。
【００１８】
　計時回路４６は、分周回路４５から入力された所定の周波数信号（クロック信号）の入
力回数を計数して初期値に加算することで現在の日時を計数する。計時回路４６としては
、ソフトウェア的にＲＡＭに記憶させる値を変化させるものであっても良いし、或いは、
専用のカウンタ回路を備えていても良い。計時回路４６の計数する日時は、特には限られ
ないが、所定のタイミングからの累積時間、ＵＴＣ日時（協定世界時）、又は予め設定さ
れたホーム都市の日時（地方時）などのうち何れかである。また、この計時回路４６の計
数する日時自体は、必ずしも年月日、時分秒の形式で保持される必要がない。分周回路４
５から計時回路４６に入力されるクロック信号には、正確な時間経過とは若干のずれがあ
り、１日当たりのずれの大きさ（歩度）は、動作環境、例えば、温度によって変化し、通
常では、±０．５秒以内である。
【００１９】
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　表示部４７は、例えば、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）や有機ＥＬ（Electro-Luminescen
t）ディスプレイなどの表示画面を備え、ドットマトリクス方式及びセグメント方式の何
れか又はこれらの組み合わせにより日時や各種機能に係るデジタル表示動作を行う。
　表示ドライバ４８は、表示画面の種別に応じた駆動信号をホストＣＰＵ４１からの制御
信号に基づいて表示部４７に出力して、表示画面上に表示を行わせる。
【００２０】
　操作部４９は、ユーザからの入力操作を受け付けて、当該入力操作に応じた電気信号を
入力信号としてホストＣＰＵ４１に出力する。この操作部４９には、例えば、押しボタン
スイッチやりゅうずスイッチが含まれる。
　或いは、表示部４７の表示画面に重ねてタッチセンサが設けられ、当該タッチセンサへ
のユーザの接触動作に係る接触位置や接触態様の検出に応じた操作信号を出力するタッチ
パネルとして表示画面を機能させることで、表示部４７と操作部４９とが一体的に設けら
れても良い。
【００２１】
　電源部５０は、バッテリを備え、電子時計１の動作に係る電力を所定の電圧で各部に供
給する。電源部５０のバッテリとしては、ここでは、ソーラパネルと二次電池が用いられ
ている。ソーラパネルは、入射した光により起電力を生じてホストＣＰＵ４１などの各部
に電力供給を行うと共に、余剰電力が生じた場合には、当該電力を二次電池に蓄電する。
一方、ソーラパネルへの外部からの入射光量により発電可能な電力が消費電力に対して不
足している場合には、二次電池から電力が供給される。或いは、バッテリとしてボタン型
などの一次電池が用いられても良い。
【００２２】
　衛星電波受信処理部６０は、アンテナＡＮを介して測位衛星からの電波に同調して各測
位衛星に固有のＣ／Ａコード（疑似ランダムノイズ）を同定、捕捉することで当該電波を
受信し、測位衛星が送信する航法メッセージを復調、復号して必要な情報を取得する。衛
星電波受信処理部６０は、モジュールＣＰＵ６１（照合手段、照合結果統合手段、ずれ量
特定手段、日時取得手段、タイミングずれ特定手段、ずれ量調整手段、調整データ統合手
段、個別ずれ特定手段、相対ずれ量特定手段、誤同定確率取得手段、統合誤同定率算出手
段、想定符号列生成手段）と、メモリ６２と、確率テーブル記憶手段としての記憶部６３
と、ＲＦ部６４と、ベースバンド変換部６５と、捕捉追尾部６６などを備える。
【００２３】
　モジュールＣＰＵ６１は、ホストＣＰＵ４１からの制御信号や設定データの入力に応じ
て衛星電波受信処理部６０の動作を制御する。モジュールＣＰＵ６１は、記憶部６３から
必要なプログラムや設定データを読み出して、ＲＦ部６４、ベースバンド変換部６５及び
捕捉追尾部６６を動作させ、受信された各測位衛星からの電波を受信、復調させて日時情
報を取得する。このモジュールＣＰＵ６１は、受信した電波を復号して日時情報を取得す
る他、復号せずに、復調、同定された受信符号列を予め設定された比較照合用の符号列（
照合符号列）と比較して一致検出を行うことが出来る。
【００２４】
　メモリ６２は、衛星電波受信処理部６０におけるモジュールＣＰＵ６１に作業用のメモ
リ空間を提供するＲＡＭである。また、メモリ６２には、受信された符号列との比較照合
用に生成された符号列データが一時記憶される。
【００２５】
　記憶部６３は、ＧＰＳ測位や日時情報取得に係る各種設定データや測位の履歴を記憶す
る。記憶部６３には、フラッシュメモリやＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable and Pr
ogrammable Read Only Memory）などの各種不揮発性メモリが用いられる。記憶部６３に
記憶されるデータには、各測位衛星の軌道情報（エフェメリス）、予測軌道情報（アルマ
ナック）、前回の測位日時及び位置や前回の日時情報取得日時が含まれ得る。また、記憶
部６３には、世界各地のタイムゾーンや夏時間の実施情報に係るデータが時差テーブルと
して記憶されている。測位が行われた場合には、この時差テーブルが参照されて、得られ
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た現在位置における標準時間での協定世界時（ＵＴＣ）からの時差や夏時間実施情報など
の地方時情報が特定される。また、日時情報が取得された場合には、既に設定されている
タイムゾーンや夏時間の実施情報に従って地方時が算出される。
【００２６】
　また、記憶部６３に記憶されるデータには、プログラム６３１と、履歴記憶部６３２と
、符号記憶部６３３と、確率テーブルとしての誤同定確率テーブル６３４が含まれる。日
時情報の取得や測位が行われる場合には、プログラム６３１がモジュールＣＰＵ６１によ
り読み出されて実行される。また、このプログラム６３１が実行される際に、直近の受信
履歴を記憶する履歴記憶部６３２、及び当該直近の受信時における同定符号列（履歴符号
列）データを記憶する符号記憶部６３３が参照されて利用される。また、後述のように、
日時情報の信頼性判定の際に誤同定確率テーブル６３４が参照される。
【００２７】
　ＲＦ部６４は、Ｌ１帯（ＧＰＳ衛星では、１．５７５４２ＧＨｚ）の衛星電波を受信し
て測位衛星からの信号を選択的に通過、増幅させ、中間周波数信号に変換する。ＲＦ部６
４には、ＬＮＡ（低雑音増幅器）、ＢＰＦ（帯域通過フィルタ）、局部発振器やミキサな
どが含まれる。
【００２８】
　ベースバンド変換部６５は、ＲＦ部６４で得られた中間周波数信号に対して各測位衛星
のＣ／Ａコードを適用してベースバンド信号、即ち、航法メッセージ（所定のフォーマッ
ト）に係る符号列（受信符号列）を取得する。
　捕捉追尾部６６は、ＲＦ部６４で得られた中間周波数信号に対して各測位衛星の各位相
でのＣ／Ａコードとの間で各々相関値を算出してそのピークを特定することで、受信され
ている測位衛星からの信号とその位相を同定する。また、捕捉追尾部６６は、同定された
測位衛星のＣ／Ａコードとその位相により当該測位衛星からの航法メッセージに係る符号
列を継続的に取得するために、ベースバンド変換部６５に対して位相情報のフィードバッ
クなどを行い、受信電波を復調して各符号（受信符号）を同定する。
　これらＲＦ部６４、ベースバンド変換部６５及び捕捉追尾部６６により受信手段が構成
される。
【００２９】
　この衛星電波受信処理部６０は、電源部５０から直接電力が供給され、そのオンオフが
ホストＣＰＵ４１の制御信号により切り替えられる。即ち、衛星電波受信処理部６０は、
測位衛星からの電波受信及び日時取得や測位に係る算出動作が行われている期間以外には
、常時動作しているホストＣＰＵ４１などとは別個に電源がオフされる。
【００３０】
　次に、ＧＰＳ衛星から送信される航法メッセージのフォーマットについて説明する。
　ＧＮＳＳでは、複数の測位衛星を複数の軌道上に分散配置させて地上の各地点から同時
に複数の異なる測位衛星の送信電波を受信可能とされ、当該受信可能な測位衛星から送信
されている当該測位衛星の現在位置に係る情報や日時情報を４機以上の測位衛星（地表面
であるとの仮定の上では３機）から取得することで、これらの取得データと、取得タイミ
ングのずれ、即ち、各測位衛星からの伝播時間（距離）の差と、に基づいて三次元空間に
おける位置座標及び日時を決定することが出来る。
【００３１】
　一方、一機の測位衛星から日時情報を取得することで、測位衛星からの電波が受信され
るまでの伝播時間のずれの範囲内で日時を決定することが出来る。ＧＰＳ衛星の場合、軌
道半径が２６６００ｋｍでほぼ円軌道であり、地上から見て天頂にある場合と水平線上に
ある場合とでは、受信日時に約２０ｍｓｅｃのずれが生じる。従って、通常、平均的な伝
播距離を想定して±１０ｍｓｅｃ程度の精度で日時を決定することが出来る。
【００３２】
　測位衛星からは、日時に係る情報と、測位衛星の位置に係る情報と、測位衛星の健康状
態などのステータス情報などが所定のフォーマットで符号化され、符号列がＣ／Ａコード
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（疑似ランダムノイズ）によりスペクトラム拡散されて送信されている。これらの送信フ
ォーマット（航法メッセージのフォーマット）は、測位システムごとに定められている。
【００３３】
　図２は、ＧＰＳ衛星から送信されている航法メッセージのフォーマットを説明する図で
ある。
　ＧＰＳでは、各ＧＰＳ衛星からそれぞれ３０秒単位のフレームデータが合計２５ページ
送信されることで、１２．５分周期で全てのデータが出力されている。ＧＰＳでは、ＧＰ
Ｓ衛星ごとに固有のＣ／Ａコードが用いられており、このＣ／Ａコードは、１．０２３Ｍ
Ｈｚで１０２３個の符号（チップ）が配列されて１ｍｓ周期で送信されている。
【００３４】
　各フレームデータは、５つのサブフレーム（６秒）で構成されており、サブフレームご
とに６秒周期（送信周期）で当該６秒単位の日時情報と、送信周期によらず一定の固定符
号列とが送信されている。各サブフレームは１０個のワード（各０．６秒、順番にＷＯＲ
Ｄ１～ＷＯＲＤ１０）によって構成されている。各ワードは３０ビットの符号列であり、
ＷＯＲＤ１とＷＯＲＤ２のデータフォーマットは、全てのサブフレームで同一である。Ｗ
ＯＲＤ１は、８ビットの固定符号列であるプリアンブル（Preamble）に続き、１４ビット
のテレメトリメッセージ（TLM message）が含まれ、その後ろに１ビットのIntegrity sta
tus flagと１ビットの予備ビットを挟んで６ビットのパリティデータが配される。ＷＯＲ
Ｄ２には、上述の６秒単位の日時情報である週内経過時間を示す１７ビットのＴＯＷ－Ｃ
ｏｕｎｔ（Ｚカウントともいう）と、これに続くそれぞれ１ビットのアラートフラグ（Al
ert flag）及びアンチスプーフフラグ（Anti-spoof flag）が含まれている。それから、
ＷＯＲＤ２では、サブフレームの番号（周期番号）を示すサブフレームＩＤ（Subframe I
D）が３ビットで示され、パリティデータの整合用２ビットを挟んで６ビットのパリティ
データが配列される。サブフレームＩＤは、ＴＯＷ－Ｃｏｕｎｔと同様に６秒周期で（所
定の対応関係に従って）変化する符号列（対応符号列部分）であるので、時刻対応情報と
してのこれらサブフレームＩＤとＴＯＷ－Ｃｏｕｎｔの整合性を日時の確認に利用するこ
とが出来る。
【００３５】
　ＷＯＲＤ３以降のデータは、サブフレームによって異なる。サブフレーム１のＷＯＲＤ
３には、先頭１０ビットのＷＮ（週番号）及び６ビットで表される測位衛星の健康状態（
SV health）が含まれる。サブフレーム２、３には、主に、エフェメリス（精密軌道情報
）が含まれ、サブフレーム４の一部及びサブフレーム５では、アルマナック（予測軌道情
報）が送信されている。
【００３６】
　ここで、ＧＰＳ衛星で計数されている日時（ＧＰＳ日時）は、うるう秒の実施によるず
れを含んでいない。従って、ＧＰＳ日時とＵＴＣ日時との間には、ずれが存在するので、
ＧＰＳ衛星からの電波受信により取得された日時は、ＵＴＣ日時に換算されて出力される
必要がある。また、計時回路４６の計数する日時に基づいてＧＰＳ衛星からの電波受信タ
イミングを予測、制御したり、受信される符号列を推測したりする場合には、当該計時回
路４６の日時がＧＰＳ日時に換算されて用いられる必要がある。このうるう秒に係るずれ
量は、予め取得されて記憶部６３などに記憶される。
【００３７】
　次に、本実施形態の電子時計１における日時情報の取得動作について説明する。
　図３は、本実施形態の電子時計１における符号列の照合動作について説明する図である
。
【００３８】
　本実施形態の電子時計１では、先ず、計時回路４６の計数する日時（現在日時）の最大
ずれ幅が、当該計時回路４６の日時を直近に修正してからの経過時間により見積もられる
。上述のように、一日当たりのずれが±０．５秒以内であるとすると、例えば、前回の日
時修正から４日（９６時間）経過後には、最大ずれ幅が±２秒と見積もられる。
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【００３９】
　従って、図３（ａ）に示されるように、計時回路４６の日時がある日時分の０２秒のタ
イミングで受信、同定された符号は、正確日時において、秒値が０秒から４秒までの間で
あると想定される。ＵＴＣ日時とＧＰＳ日時とのずれが＋１７秒である場合には、ＧＰＳ
日時における秒値は、１７秒から２１秒までの間となる。
【００４０】
　上述のように航法メッセージは、予め定められたタイミングで各情報に係る符号が配置
されており、また、日時情報などの一部のデータは、現在日時に応じて符号列が定まる。
そこで、電波が受信されて符号が同定されたタイミングに対して上記見積もられた最大ず
れ幅内で受信され得る符号（想定符号）を予め想定して、実際に同定された符号（受信符
号）と照合する照合処理を行い、この照合処理を新たな符号が同定されるごとに繰返すこ
とで、同定された符号の配列に所定の基準以上合致する想定符号列のずれ幅を検出し、当
該検出されたずれ量を正確な日時と計時回路４６の計数する日時とのずれ幅として同定す
る。
【００４１】
　想定符号列は、航法メッセージのフォーマットに従って計時回路４６の計数する現在日
時に基づいて少なくとも当該現在日時に対する最大のずれ幅の範囲の全符号が含まれるよ
うに生成される。ここでは、例えば、上述の１７秒から２１秒までの符号に加えてこの範
囲で最も遅い２１秒からサブフレーム１つ分の長さ（６秒間）の符号を含めて２７秒まで
の符号が含まれる。
【００４２】
　想定される符号としては、先ず、プリアンブルや予備ビットのように常に固定された符
号、及び、ＴＯＷ－Ｃｏｕｎｔ、ＷＮやサブフレームＩＤのように日時から逆算が可能な
ものが挙げられる。これに加えて、アラートフラグやアンチスプーフフラグなどのフラグ
ビットのように、通常では変更されず、変更されている場合にはデータ使用に問題があり
得るものを含むことが出来る。
【００４３】
　また、テレメトリメッセージや予測軌道情報などの符号列は、短期間（例えば、１日未
満）であれば、通常、変化が生じない。従って、直近の受信の際に同定されたこれらの符
号列を符号記憶部６３３に履歴符号列として記憶させておき、履歴記憶部６３２に記憶さ
れた前回の受信履歴と計時回路４６が計数する日時との比較で得られる前回の受信からの
経過時間などに応じて情報の種別ごとに利用可能か判断を行って、適宜利用することが出
来る。
【００４４】
　ここで、想定符号列中の全ての符号が想定可能な訳ではない。即ち、想定符号列中にお
いて想定された符号（想定符号）は、全て連続して送信される符号である必要はなく、想
定符号列には、想定符号と想定されなかった符号とが混在することになる。例えば、ＷＯ
ＲＤ１及びＷＯＲＤ２のうち、パリティデータに係るＷＯＲＤ１の最後の６ビット及びＷ
ＯＲＤ２の最後の８ビットが除外して符号が想定される。
【００４５】
　このような想定符号列に対して同定された受信符号を想定符号とのみ照合するために、
想定符号列中の各符号について、想定符号であるか、又は想定されなかった符号であるか
を示す想定可否フラグ（識別情報）が各々設定され、想定可否フラグ列が生成される。
【００４６】
　図３（ｂ）に示すように、計時回路の日時ｔ０に同定された受信符号ｒ（ｔ０）がある
場合、上述のように最大ずれ幅が±２秒であるとすると、この符号を受信した正確な日時
ｔｃは、ｔ０－２≦ｔｃ≦ｔ０＋２である。従って、想定符号列ｃのうち、当該日時ｔｃ
の範囲に受信されると想定される符号ｃ（ｉ）と、受信符号ｒ（ｔ０）とが照合される。
上述のように、１ワード３０ビットが０．６秒で送信される（即ち、５０ｂｐｓ（bits p
er second））ので、最大ずれ幅の大きさ（２×ｄｔ）＝４秒に対して照合され得る最大
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の符号数は、（１００×ｄｔ＋１）＝２０１個となる。日時ｔｃの範囲先頭の符号におけ
る配列番号ｉ＝０として、０≦ｉ≦２００の範囲の符号ｃ（ｉ）のうち、想定可否フラグ
ｓ（ｉ）で想定符号であると示されているものについて、順次又は並列に照合される。
【００４７】
　照合された符号ｃ（ｉ）における配列番号ｉは、当該符号の日時ｔ０からのずれ量に対
応する（ずれ時間は、２０×（ｉ－１００）［ｍｓｅｃ］）。配列番号ｉで対応付けられ
た照合数配列Ｎの各要素（照合数Ｎ（ｉ））に１が加算されることで、各ずれ量について
の照合数が計数され、照合の結果一致しない符号については、不一致数配列Ｅの各要素（
不一致数Ｅ（ｉ））に１が加算されることで、各ずれ量についての不一致数（照合結果情
報）が計数される。
【００４８】
　なお、各測位衛星から地上で衛星電波が受信されるまでの伝播時間に応じて、受信日時
の符号は、送信日時に対して３～５個程度の遅れがある。
　また、想定符号列と受信符号列の照合に際し、実際にＧＰＳ衛星から送信されている情
報に応じた符号列は、ワードごとに一つ前のワードの最終ビット（３０ビット目）のパリ
ティデータ（反転符号）の符号に応じて１～２４ビット目の符号（パリティデータ以外の
符号）が反転される。即ち、反転符号が「０」であった場合、次のワードの１～２４ビッ
ト目の符号は、送信情報に応じてそのまま送信されるのに対し、この反転符号が「１」で
あった場合、次のワードの１～２４ビット目の符号は、送信情報に応じた符号列が全て反
転されたものとなる。従って、生成される想定符号列は、一通りではなく、各ワードの反
転有無のパターンに応じた数が生成され、各々受信符号と比較される。
【００４９】
　受信符号は、１ビットずつ随時同定されて取得される。上述のように、ＧＰＳ衛星の航
法メッセージでは、５０ｂｐｓで符号が送信されている。従って、この場合には、２０［
ｍｓｅｃ］間隔で新たな符号が同定されることになる。但し、上述のように、測位衛星間
で最大約２０［ｍｓｅｃ］、即ち、符号１つ分程度の伝播時間の差（受信タイミングのず
れ）を伴って符号が同定される場合がある。
【００５０】
　本実施形態の電子時計１では、上記の照合処理を複数の測位衛星に対して並列に行わせ
る。捕捉動作や追尾動作は、通常の測位動作に係る複数衛星からの受信時と略同様に行わ
れるが、本実施形態の電子時計１では、電波が受信されなければならない測位衛星の数が
定められている訳ではない。従って、例えば、最低限１機の測位衛星からの電波が受信さ
れてさえいれば、予め定められた捕捉上限時間で捕捉動作を終了しても良いし、捕捉され
た測位衛星からの受信符号で必要数の照合が取れるまで捕捉動作が続けられても良い。
【００５１】
　受信符号と想定符号とを照合する場合に、衛星電波の受信強度やＳ／Ｎ比などに応じて
受信符号に誤同定が生じ、完全に合致しない場合がある一方で、想定された符号列の出現
位置と異なる場所の符号列の受信時に誤同定が生じた結果、反対に不一致数が減少する場
合がある。この電子時計１では、照合された符号中に検出された符号の不一致数Ｅ（ｉ）
が、受信強度から想定される符号の誤同定確率ｐ（ビットエラーレート：ＢＥＲ）に基づ
いて見積もられる符号の不一致数の出現確率に対して唯一妥当な範囲にあるものであるか
（所定の合致条件を満たすか）否かを判別することで、ずれ量に対応する配列番号ｉを特
定する。
【００５２】
　符号の誤同定確率ｐは、概ね受信強度やＳ／Ｎ比などに応じて定まる。この誤同定確率
ｐは、衛星電波の捕捉時における受信強度から数式（近似式でも良い）を用いて算出され
ても良いし、予め受信強度と誤同定確率ｐとを対応付けた誤同定確率テーブル６３４を記
憶部６３に保持させておき、衛星電波の捕捉終了時に参照して受信強度に応じた誤同定確
率ｐを取得しても良い。
【００５３】
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　誤同定確率ｐでｎ個の符号を受信する際に、当該ｎ個の符号中で誤同定の符号がｅ個と
なる場合の出現確率Ｐは、以下の式（１）で表される。
　Ｐ＝ｎＣｅ×ｐｅ×（１－ｐ）ｎ－ｅ　…　（１）
　この式（１）は、ｅ＝ｎ×ｐ付近に極大を持ち、受信強度が低下して誤同定確率ｐが１
／２に近づくほど極大付近の傾きが緩やかになる。本実施形態の電子時計１では、誤同定
確率ｐの上限値、即ち、受信強度の下限値が定められるのが好ましい。
【００５４】
　図４は、想定符号列と受信符号列との不一致数とずれ量との関係を模式的に示す図であ
る。
　図４（ａ）の実線で示すように、航法メッセージの符号列では、異なる符号間での相関
関係は、多くの符号について存在しないので、想定符号列と受信符号列とが異なる位相（
符号位置の相対的なずれがある状態）で照合された場合には、通常、半数程度の符号が不
一致になると期待される。これに対し、想定符号列と受信符号列とが一致するずれ量に応
じた配列番号ｉ１では、符号の不一致数Ｅ（ｉ１）が「０」又はごく小さい数に急減する
。ここでは、不一致数Ｅ（ｉ１）が基準値Ｅｍ以下（個別合致条件）となった配列番号ｉ
１を取得する。
【００５５】
　ここで、上述のように、異なる測位衛星間では、伝播時間の違い（伝播時間の差）によ
り符号一つ分程度のずれが生じる場合がある。一の測位衛星で最小不一致数Ｅ１＝Ｅ（ｉ
１）が検出された場合、全ての測位衛星からの符号がほぼ正確に同定されていれば、他の
測位衛星において、配列番号ｉ１±１の範囲（所定の符号数の相対ずれ範囲）で最小不一
致数が検出されるので、当該他の測位衛星における配列番号ｉ１±１の範囲で最も不一致
数Ｅ（ｉ）の小さい配列番号ｉを各々検出して、当該検出された配列番号ｉと配列番号ｉ
１との位相ずれ量ｄｅ（受信タイミングずれ）を特定する。ここでは、図４（ａ）の破線
で示すように、位相ずれ量ｄｅが＋１となっている。
【００５６】
　図４（ｂ）に示すように、各測位衛星で同定された位相ずれ量ｄｅに応じて最小不一致
数の検出位置を揃えた上で、各測位衛星で計測された配列番号ごとの不一致数Ｅ（ｉ）が
加算されることにより、各ずれ量に係る照合符号数を加算された測位衛星の捕捉衛星数ｆ
ｎ倍程度に増やすことが出来る。ここでは、一の測位衛星におけるずれ量に応じた配列番
号ｉ１において、合計の不一致数が最小不一致数Ｅｔ１となる。また、各ずれ量において
二番目に小さい次点不一致数Ｅｔ２が取得される。そして、最小不一致数Ｅｔ１の出現確
率Ｐｔ１が誤同定確率ｐに対して妥当な範囲内であり、且つ次点不一致数Ｅｔ２の出現確
率Ｐｔ２が誤同定確率ｐに対して妥当な範囲内になければ、次点不一致数Ｅｔ２に係る配
列番号ｉ２における照合結果は、正しいずれ量に係るものではないと判別されて、最小不
一致数Ｅｔ１に係る配列番号ｉ１が計時回路４６の日時ｔ０と正確な日時ｔｃとのずれ量
に応じた値として同定される。なお、最小不一致数Ｅｔ１に関しては、基準値Ｅｍに基づ
く判定で十分であることとして、改めて出現確率Ｐｔ１の判定を行わないこととしても良
い。
【００５７】
　図５は、本実施形態の電子時計１で実行される日時取得処理のホストＣＰＵ４１による
制御手順を示すフローチャートである。
　本実施形態の電子時計１では、予め定められたスケジュールや条件で、又は操作部４９
へのユーザの入力操作に応じて、ホストＣＰＵ４１の制御により衛星電波受信処理部６０
を動作させ、モジュールＣＰＵ６１により正確な日時を同定させる。
【００５８】
　日時取得処理が開始されると、ホストＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部６０を起動す
る（ステップＳ１０１）。また、ホストＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部６０に対し、
初期データとして取得対象が日時情報であることを示す設定及び計時回路４６の計数する
日時の情報を送信する（ステップＳ１０２）。この日時情報には、前回計時回路４６の日
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時を修正してからの経過時間に基づく最大ずれ幅±ｄｔ（又は、片側の幅ｄｔ）の情報が
含まれる。それから、衛星電波受信処理部６０からのデータ出力を待ち受ける。なお、こ
の待ち受け中に、ホストＣＰＵ４１は、表示部４７に測位衛星からの電波を受信中である
旨を示す表示を行わせても良い。
【００５９】
　ホストＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部６０からの信号を待ち受けて、日時データを
取得する（ステップＳ１０３）。それから、ホストＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部６
０を停止させると共に（ステップＳ１０４）、計時回路４６の計数する日時を修正する（
ステップＳ１０５）。また、ホストＣＰＵ４１は、ＲＡＭ４３に記憶された受信履歴を更
新する（ステップＳ１０６）。そして、ホストＣＰＵ４１は、日時取得処理を終了する。
【００６０】
　図６は、本実施形態の電子時計１における日時情報受信処理のモジュールＣＰＵ６１に
よる制御手順を示すフローチャートである。
　この日時情報受信処理は、ホストＣＰＵ４１により衛星電波受信処理部６０が起動され
、ホストＣＰＵ４１からステップＳ１０２の処理で出力された取得対象情報が日時情報で
ある場合に起動される。
【００６１】
　日時情報受信処理が起動されると、モジュールＣＰＵ６１は、メモリ領域の確保や割り
当てなどの初期設定や動作チェックを行う（ステップＳ３０１）。モジュールＣＰＵ６１
は、ホストＣＰＵ４１からステップＳ１０２の処理で出力された日時情報を取得して、取
得されたＵＴＣ日時をＧＰＳ日時ｔ０に換算し、また、最大ずれ幅±ｄｔに基づいて正確
な日時ｔｃの範囲（ｔ０－ｄｔ≦ｔｃ≦ｔ０＋ｄｔ）を推測する（ステップＳ３０２）。
【００６２】
　モジュールＣＰＵ６１は、少なくとも推測された正確な日時の範囲で受信されると想定
される符号を全て含む範囲の想定可否フラグ列ｓ及び想定符号列ｃを生成する（ステップ
Ｓ３０３）。モジュールＣＰＵ６１は、ＧＰＳ衛星からの電波受信を開始して（ステップ
Ｓ３０４）、受信可能なＧＰＳ衛星からの電波を捕捉する（ステップＳ３０５）。モジュ
ールＣＰＵ６１は、各ＧＰＳ衛星のＣ／Ａコードに対してそれぞれ受信電波から得られた
信号の位相をずらしながら適用して逆スペクトラム拡散を試みることで、ＧＰＳ衛星から
の信号を検出、捕捉する。ここで捕捉される対象の測位衛星は、一機に限られないが、衛
星電波受信処理部６０の構成などに応じて最大数を定めても良い。この場合、例えば、電
波の受信強度の高い測位衛星から順番に選択されれば良い。モジュールＣＰＵ６１は、捕
捉された測位衛星について、順番に衛星番号ｆを付し、各々受信強度Ｉ（ｆ）を取得する
。
【００６３】
　ＧＰＳ衛星からの信号が捕捉されると、モジュールＣＰＵ６１は、当該ＧＰＳ衛星を捕
捉された位相で追尾しながら受信データの各符号の同定を開始する（ステップＳ３０６）
。モジュールＣＰＵ６１は、カウント数ｋに初期値「０」を設定し、また、捕捉衛星数ｆ
ｎを設定する。モジュールＣＰＵ６１は、ステップＳ３０３の処理で想定符号列ｃ及び想
定可否フラグ列ｓが生成されたタイミングと実際に最初に符号が同定されるタイミングと
のずれに基づいて、想定符号列の補正を行う（ステップＳ３０７）。
【００６４】
　モジュールＣＰＵ６１は、１つの符号が同定されるごとに当該同定された受信符号ｒを
取得する（ステップＳ３０８）。モジュールＣＰＵ６１は、パターン照合処理を呼び出し
て実行し（ステップＳ３０９）、次いで、信頼性判定処理を呼び出して実行する（ステッ
プＳ３１０）。モジュールＣＰＵ６１は、ステップＳ３１０の処理で得られた判定結果に
より、信頼性がＯＫであるか否かを判別する（ステップＳ３１１）。ＯＫではないと判別
された場合には（ステップＳ３１１で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１は、ＧＰＳ衛星
からの電波受信を開始してからタイムアウト時間が経過したか否かを判別する（ステップ
Ｓ３１２）。経過したと判別された場合には（ステップＳ３１２で“ＹＥＳ”）、モジュ
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ールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ３１６に移行する。経過していないと判別された場
合には（ステップＳ３１２で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１は、配列番号ｉ≧１につ
いて、それぞれ想定符号列ｃのｉ番目の要素（符号）を想定符号列ｃの（ｉ－１）番目の
要素とし、また、想定可否フラグ列ｓのｉ番目の要素（想定可否フラグ）を（ｉ－１）番
目の要素とすることで各配列を１つずつずらす。また、モジュールＣＰＵ６１は、必要に
応じて想定符号列ｃ及び想定可否フラグ列ｓを追加生成する（ステップＳ３１３）。それ
から、モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ３０８に戻る。
【００６５】
　ステップＳ３１１の判別処理で、信頼性ＯＫであると判別された場合には（ステップＳ
３１１で“ＹＥＳ”）、モジュールＣＰＵ６１は、信頼性ＯＫと判別された想定符号列の
ずれ量に応じた配列番号ｉと、想定符号列が示す日時とに基づいて正確なＧＰＳ日時（日
時情報）を取得し、更に、当該取得されたＧＰＳ日時をＵＴＣ日時に変換して、そのタイ
ミングを設定する（ステップＳ３１４）。モジュールＣＰＵ６１は、設定されたタイミン
グに合わせて日時情報をホストＣＰＵ４１に出力する（ステップＳ３１５）。それから、
モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ３１６に移行する。
【００６６】
　ステップＳ３１６の処理に移行すると、モジュールＣＰＵ６１は、ＧＰＳ衛星からの電
波受信を終了する（ステップＳ３１６）。そして、モジュールＣＰＵ６１は、日時情報受
信処理を終了する。
【００６７】
　図７は、日時情報受信処理のステップＳ３０９で呼び出されるパターン照合処理の制御
手順を示すフローチャートである。
【００６８】
　パターン照合処理が呼び出されると、モジュールＣＰＵ６１は、カウント数ｋに１を加
算し、衛星番号ｆを初期値の「０」に設定する（ステップＳ５０１）。モジュールＣＰＵ
６１は、配列番号ｉを初期値である「０」に設定し、また、照合される対象となる符号（
照合符号）を想定符号列ｃの配列番号ｉの符号ｃ（ｉ）に設定する（ステップＳ５０２）
。
【００６９】
　モジュールＣＰＵ６１は、想定可否フラグｓ（ｉ）を参照して、照合符号が想定符号で
あるか否かを判別する（ステップＳ５０３）。想定符号ではないと判別された場合には（
ステップＳ５０３で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ５０７に移
行する。
【００７０】
　照合符号が想定符号であると判別された場合（ステップＳ５０３で“ＹＥＳ”）、モジ
ュールＣＰＵ６１は、照合数Ｎ（ｆ、ｉ）に「１」を加算し（ステップＳ５０４）、取得
されている受信符号ｒと照合符号、即ち、符号ｃ（ｉ）とが等しくないか否かを判別する
（ステップＳ５０５）。等しいと判別された場合には（ステップＳ５０５で“ＮＯ”）、
モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ５０７に移行する。
【００７１】
　受信符号ｒと照合符号とが等しくないと判別された場合には（ステップＳ５０５で“Ｙ
ＥＳ”）、モジュールＣＰＵ６１は、不一致数Ｅ（ｆ、ｉ）に「１」を加算する（ステッ
プＳ５０６）。それから、モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ５０７に移行する
。
【００７２】
　ステップＳ５０７の処理に移行すると、モジュールＣＰＵ６１は、配列番号ｉが１００
ｄｔ以上であるか否かを判別する（ステップＳ５０７）。即ち、モジュールＣＰＵ６１は
、符号ｃ（１００ｄｔ）まで比較照合に係る処理が行われたか否かを判別する。配列番号
ｉが１００ｄｔ以上ではない、即ち、照合対象範囲の全てで比較照合に係る処理が行われ
ていないと判別された場合には（ステップＳ５０７で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１
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は、配列番号ｉに「１」を加算して、符号ｃ（ｉ）を照合符号として設定する（ステップ
Ｓ５０８）。それから、モジュールＣＰＵ６１は、処理をステップＳ５０３に戻す。
【００７３】
　配列番号ｉが１００ｄｔ以上である、即ち、符号ｃ（１００ｄｔ）までの照合対象範囲
全てで比較照合に係る処理が行われたと判別された場合には（ステップＳ５０７で“ＹＥ
Ｓ”）、モジュールＣＰＵ６１は、衛星番号ｆの値が捕捉衛星数ｆｎ－１未満であるか否
かを判別する（ステップＳ５０９）。捕捉衛星数ｆｎ－１未満であると判別された場合に
は（ステップＳ５０９で“ＹＥＳ”）、モジュールＣＰＵ６１は、衛星番号ｆに１加算し
（ステップＳ５１０）、処理をステップＳ５０２に戻す。捕捉衛星数ｆｎ－１未満ではな
いと判別された場合には（ステップＳ５０９で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１は、パ
ターン照合処理を終了して処理を日時情報受信処理に戻す。
　なお、配列番号ｉに係る照合順と、衛星番号ｆに係る照合順とは、適宜入れ替えが可能
である。
【００７４】
　図８は、日時情報受信処理のステップＳ３１０で呼び出される信頼性判定処理の制御手
順を示すフローチャートである。
【００７５】
　信頼性判定処理が呼び出されると、モジュールＣＰＵ６１は、照合数Ｎ（ｆ、ｉ）の最
小値が基準値以上であるか否かを判別する（ステップＳ７０１）。基準値以上ではないと
判別された場合には（ステップＳ７０１で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１は、処理を
ステップＳ７１２に移行させて信頼性ＮＧとして（ステップＳ７１１）、信頼性判定処理
を終了させる。
【００７６】
　照合数Ｎ（ｆ、ｉ）の最小値が基準値以上であると判別された場合には（ステップＳ７
０１で“ＹＥＳ”）、モジュールＣＰＵ６１は、不一致数Ｅ（ｆ、ｉ）のうち最小の値を
最小不一致数Ｅｂｍｉｎとして抽出する（ステップＳ７０２）。モジュールＣＰＵ６１は
、この最小不一致数Ｅｂｍｉｎが基準エラー数Ｅｔｈ以下であるか否かを判別する（ステ
ップＳ７０３）。この基準エラー数Ｅｔｈは、上述の照合数に係る基準値に基づく固定値
であっても良いし、或いは、照合数Ｎ（ｆ、ｉ）の最小値に応じて可変に定められる値で
あっても良い。
【００７７】
　基準エラー数Ｅｔｈ以下ではないと判別された場合には（ステップＳ７０３で“ＮＯ”
）、モジュールＣＰＵ６１の処理は、ステップＳ７１１に移行して、信頼性ＮＧとなる。
基準エラー数Ｅｔｈ以下であると判別された場合には（ステップＳ７０３で“ＹＥＳ”）
、モジュールＣＰＵ６１は、当該最小不一致数Ｅｂｍｉｎに対応する衛星番号ｆ１及び配
列番号ｉ１の照合数Ｎ（ｆ１、ｉ１）を取得する（ステップＳ７０４）。
【００７８】
　モジュールＣＰＵ６１は、衛星番号ｆ１以外の他の測位衛星について、配列番号ｉ１±
１の範囲でそれぞれ最小のエラー数を検出し、当該最小のエラー数の位置を一致させる調
整を行うために、衛星番号ｆの測位衛星の受信データに係る位相ずれ量ｄｅ（ｆ）を決定
する（ステップＳ７０５）。
　このとき、各測位衛星の最小エラー数の何れかが基準エラー数Ｅｔｈを超えている場合
には、ステップＳ７１１の処理に移行させることとしても良いし、或いは、当該基準エラ
ー数Ｅｔｈを超えた測位衛星のデータのみを以降の処理で除外しても良い。
【００７９】
　モジュールＣＰＵ６１は、各測位衛星の不一致情報を合計する（ステップＳ７０６）。
モジュールＣＰＵ６１は、合計不一致数Ｅｔ（ｉ）として、Ｅｔ（ｉ）＝Σ（０≦ｆ＜ｆ

ｎ）Ｅ（ｆ、ｉ＋ｄｅ（ｆ））を算出し、また、各合計不一致数Ｅｔ（ｉ）に各々対応す
る合計照合数Ｎｔ（ｉ）として、Ｎｔ（ｉ）＝Σ（０≦ｆ＜ｆｎ）Ｎ（ｆ、ｉ＋ｄｅ（ｆ
））を算出する。また、モジュールＣＰＵ６１は、ステップＳ３０５の処理で得られた各
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測位衛星の受信強度Ｉ（ｆ）に対して各々誤同定確率ｐ（ｆ）を取得し、これらの誤同定
確率ｐ（ｆ）を統合して合計誤同定確率ｐｔ（統合誤同定確率）として、ｐｔ＝Σ（０≦

ｆ＜ｆｎ）ｐ（ｆ）／ｆｎを算出する。
【００８０】
　モジュールＣＰＵ６１は、算出された合計不一致数Ｅｔ（ｉ）のうち最小の最小不一致
数Ｅｔ１＝Ｅｔ（ｉ１）とこれに対応する合計照合数Ｎｔ（ｉ１）、及び、二番目に小さ
い次点不一致数Ｅｔ２＝Ｅｔ（ｉ２）とこれに対応する合計照合数Ｎｔ（ｉ２）を取得す
る（ステップＳ７０７）。モジュールＣＰＵ６１は、これら最小不一致数Ｅｔ１及び次点
不一致数Ｅｔ２の出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）及び出現確率Ｐｔ（Ｅｔ２）を算出する（ステ
ップＳ７０８）。
【００８１】
　モジュールＣＰＵ６１は、求められた出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）が基準値Ｐｔｈ以上であ
り、且つ出現確率Ｐｔ（Ｅｔ２）が基準値Ｐｔｈ未満（妥当性基準）であるか（所定の信
頼条件を満たすか）否かを判別する（ステップＳ７０９）。上述のように、出現確率Ｐｔ
（Ｅｔ１）に対する判定は、成されなくても良い。この場合、ステップＳ７０８の処理に
おける出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）の算出も不要である。
【００８２】
　出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）が基準値Ｐｔｈ以上であり、且つ出現確率Ｐｔ（Ｅｔ２）が基
準値Ｐｔｈ未満であると判別された場合には（ステップＳ７０９で“ＹＥＳ”）、モジュ
ールＣＰＵ６１は、信頼性ＯＫとして（ステップＳ７１０）信頼性判定処理を終了し、処
理を日時情報受信処理に戻す。出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）が基準値Ｐｔｈ未満か、又は出現
確率Ｐｔ（Ｅｔ２）が基準値Ｐｔｈ以上であると判別された場合には（ステップＳ７０９
で“ＮＯ”）、モジュールＣＰＵ６１は、信頼性ＮＧとして（ステップＳ７１１）信頼性
判定処理を終了し、処理を日時情報受信処理に戻す。
【００８３】
　以上のように、電子時計１の衛星電波受信処理部６０は、測位衛星からの電波を受信し
て信号を復調し、当該復調した信号における各符号を受信符号ｒとして同定する受信手段
（ＲＦ部６４、ベースバンド変換部６５及び捕捉追尾部６６）と、モジュールＣＰＵ６１
とを備える。照合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星による受信符号
ｒと、当該受信符号ｒの受信タイミングｔ０として取得された現在日時に対して設定され
る最大ずれ幅（±ｄｔ）内で受信が想定される想定符号列ｃ中の想定符号とを照合し、受
信符号ｒと想定符号との照合結果情報を複数の測位衛星の各々について最大ずれ幅（±ｄ
ｔ）内におけるずれ量に応じた配列番号ｉと対応付けて取得する。照合結果統合手段とし
てのモジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星に係る複数の受信符号についての照合結果
情報を統合する。ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、統合された照合結果
情報に基づいて、受信符号ｒと想定符号とが信頼性判定処理で信頼性ＯＫとなるずれ量に
応じた配列番号ｉを特定する。日時取得手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、信頼性Ｏ
Ｋとなったずれ量（配列番号ｉ）に基づいて日時情報を取得する。
　これにより、複数の測位衛星からの受信電波により得られた符号を並列に用いることで
、同じ時間内で照合される符号数を増やすことが出来るので、正確な日時情報を短時間で
より確実に取得することが出来る。特に、測位衛星からの電波受信状況が良好ではなく、
誤同定が混入しやすい場合でも、受信時間の延長や日時取得の失敗の確率を抑えて従来よ
り良好に日時情報を取得することが出来る。
【００８４】
　また、照合結果統合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星からの伝播
時間の差に応じた受信符号ｒの受信タイミングずれを示す位相ずれ量ｄｅ（ｆ）を各々特
定するタイミングずれ特定手段として動作し、当該位相ずれ量ｄｅ（ｆ）を反映して、複
数の測位衛星に対して各々照合結果情報と対応付けられたずれ量（配列番号ｉ）を調整す
るずれ量調整手段として動作し、また、調整されたずれ量ごとに複数の測位衛星に係る照
合結果情報を統合する調整データ統合手段として動作する。従って、受信、捕捉された測
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位衛星の位置がまちまちであって相対的に伝播時間に差が生じている場合であってもその
ずれを調整して正しい時刻情報の取得に用いることが出来る。
【００８５】
　また、タイミングずれ特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星のう
ち少なくとも一つについて、複数の受信符号ｒに対する照合結果情報である不一致数Ｅ（
ｉ）が所定の基準エラー数Ｅｔｈ以下となるずれ量を特定する個別ずれ量特定手段として
動作し、また、特定されたずれ量を基準として位相ずれ量ｄｅ（ｆ）を特定する相対ずれ
量特定手段として動作する。即ち、検出対象の特徴を生かして容易に受信タイミングのず
れを特定し、調整を行うことが出来る。
【００８６】
　また、照合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星についてそれぞれ、
複数の受信符号ｒと照合された想定符号（符号ｃ（ｉ））の照合数Ｎ（ｆ、ｉ）と、当該
符号ｃ（ｉ）が受信符号ｒと不一致であった不一致数Ｅ（ｆ、ｉ）とを測位衛星（ｆ）ご
とずれ量（ｉ）ごとにそれぞれ計数し、個別ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６
１は、測位衛星（ｆ）ごとずれ量（ｉ）ごとの照合数Ｎ（ｆ、ｉ）に対する不一致数Ｅ（
ｆ、ｉ）が所定の上限の基準値Ｅｍ以下である場合に、対応するずれ量が当該測位衛星に
係る個別合致条件を満たすと判定する。
　従って、個別の測位衛星について特定対象のタイミングを先ず検出し、当該タイミング
を基準として後の処理を行うことで、日時の取得処理を容易に効率良く進めることが出来
る。
【００８７】
　また、調整データ統合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、調整されたずれ量に対応
する配列番号（ｉ＋ｄｅ（ｆ））ごとに各測位衛星の不一致数Ｅ（ｆ、ｉ）を加算した合
計不一致数Ｅｔ（ｉ）及び当該不一致数Ｅ（ｆ、ｉ）に各々対応する照合数Ｎ（ｆ、ｉ）
を加算した合計照合数Ｎｔ（ｉ）を算出することで照合結果情報を統合する。このように
、不一致の有無を照合結果として用いることで、統合時に単純加算を行うことが出来るの
で、容易な処理で処理時間をほとんど増やさずに照合精度を向上させて日時をより確実に
同定しやすくすることが出来る。
【００８８】
　また、ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、合計不一致数Ｅｔ（ｉ）が所
定の信頼条件を満たすか否かにより合致条件を満たすか否かを判定する。
　即ち、最小不一致数Ｅｔ１＝Ｅｔ（ｉ１）の絶対値だけによらずに、その値が適切な値
であるかを判断するので、電波受信強度が低く同定エラーが混在する場合に、判断が妥当
か否かをより正確に判断することが出来る。
【００８９】
　また、モジュールＣＰＵ６１は、受信手段（ＲＦ部６４、ベースバンド変換部６５及び
捕捉追尾部６６）により受信された電波の強度に基づいて符号の誤同定確率ｐを取得する
誤同定確率取得手段として動作する。
　また、モジュールＣＰＵ６１は、複数の測位衛星の各々について得られた誤同定確率ｐ
に基づいて合計誤同定確率ｐｔを算出する統合誤同定率算出手段として動作する。
　ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、二番目に小さい合計不一致数である
次点不一致数Ｅｔ２が当該次点不一致数Ｅｔ２＝Ｅｔ（ｉ２）に対応する合計照合数Ｎｔ
（ｉ２）中に出現する確率Ｐｔ（Ｅｔ２）が合計誤同定確率ｐｔに応じて定まる所定の基
準値Ｐｔｈ以上ではないことで、当該次点不一致数Ｅｔ２が誤同定によりたまたま生じた
ものではないことが統計的に所望の精度で確かであることを所定の信頼条件とする。
　これにより、他のずれ量が想定符号列ｃを受信符号列と合致させるのに適切な値でない
ことが当該精度の範囲で確定出来るので、より確実に正確な日時を取得することが出来る
。
【００９０】
　また、電波の受信強度と誤同定確率ｐとを対応付けて誤同定確率テーブル６３４として
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記憶する記憶部６３を備え、誤同定確率取得手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、受信
強度に基づいて誤同定確率テーブル６３４を参照することで誤同定確率ｐを取得するので
、容易に誤同定確率ｐを取得することが出来る。
【００９１】
　また、ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、最小の合計不一致数Ｅｔ（ｉ
１）である最小不一致数Ｅｔ１が当該最小不一致数Ｅｔ１に対応する前記合計照合数（Ｎ
ｔ（ｉ１）中に出現する確率Ｐｔ１が合計誤同定確率ｐｔに基づいて定められる基準値Ｐ
ｔｈ以上の範囲内にあることを含むので、一の測位衛星についての最小不一致数Ｅ（ｉ１
）に対する基準値Ｅｍ以下による条件に限らずに、より厳格な条件で適切に正確な日時に
係るずれ量を同定することが出来る。
【００９２】
　また、相対ずれ量特定手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、一の衛星により得られた
受信符号について、最小不一致数Ｅ（ｉ１）が基準値Ｅｍ以下であるという条件を満たす
基準ずれ量に対して、この一の衛星以外の他の衛星による受信符号について各々±１の符
号範囲内で当該受信符号ｒと想定符号列ｃとの間における合致の度合が最も高いずれ量を
各々取得することで、複数の衛星に係る位相ずれ量ｄｅ（ｆ）を特定するので、必要外の
範囲に処理を広げず、また、あり得ない位置が同定された場合に対応する処理を含まず、
容易且つ確実に正確であり得る受信タイミングずれを同定することが出来る。
【００９３】
　また、受信対象の測位衛星をＧＰＳ衛星とし、所定の符号数の相対ずれ範囲内は、前後
に１符号以内であるので、多くの従来の衛星電波受信処理に係るチップの回路や制御に対
して簡便な修正で容易にＧＰＳ衛星間のタイミングずれを特定して調整を行うことが出来
る。
【００９４】
　また、照合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、受信手段（ＲＦ部６４、ベースバン
ド変換部６５及び捕捉追尾部６６）により一の受信符号が同定されるごとに、一の受信符
号の受信日時ｔ０に対する最大ずれ幅（±ｄｔ）内の想定符号（符号ｃ（ｉ））と、当該
一の受信符号ｒとを照合するので、処理負荷を集中させず且つリアルタイムで遅滞なく速
やかに最小不一致数Ｅ（ｉ１）に係る配列番号（ｉ１）を検出して正確な日時を取得する
処理に進めることが出来る。
【００９５】
　また、最大ずれ幅（±ｄｔ）は、取得された現在日時を計数する計時回路４６の当該現
在日時が直近に修正されてからの経過時間に応じて求められるので、簡便な計算で妥当な
ずれ量を得て、当該最大ずれ幅内での無駄なく必要な演算処理により正確な日時とのずれ
量を同定することが出来る。
【００９６】
　また、モジュールＣＰＵ６１は、最大ずれ幅（±ｄｔ）内の想定符号を含む想定符号列
ｃと、当該想定符号列ｃ内において想定された符号と想定されなかった符号とを識別する
想定可否フラグｓ（ｉ）とを生成する想定符号列生成手段として動作する。
　また、照合手段としてのモジュールＣＰＵ６１は、想定可否フラグｓ（ｉ）に基づいて
想定符号である配列番号ｉの符号ｃ（ｉ）と受信符号ｒとをそれぞれ照合する。従って、
想定可能な符号と想定されない符号とが混在する想定符号列ｃにおいて、容易に照合可能
な符号を判別して必要な照合処理を行うことが出来る。
【００９７】
　また、本実施形態の電子時計１は、衛星電波受信処理部６０と、現在日時を計数する計
時回路４６と、日時取得手段としてのモジュールＣＰＵ６１により取得された日時により
計時回路４６の計数する日時を修正する日時修正手段としてのホストＣＰＵ４１と、を備
える。これにより、測位衛星からの電波受信時間を増大させず、より正確且つ確実に世界
各地で日時情報を取得可能となる。従って、電子時計１の大型化や重量の増加を伴わずに
正確且つ軽量な電子時計１をユーザに提供することが出来る。
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【００９８】
　また、上述の日時取得方法を用いることで、衛星電波の受信時間を増加させずに速やか
且つより高い精度及び確率で正確な日時を取得可能になる。
【００９９】
　また、上述の日時情報受信に係る処理を行うためのプログラムをコンピュータにインス
トールして実行することで、種々の電子機器で受信時間の延長を抑えつつより確実に日時
を取得することが出来る。
【０１００】
　なお、本発明は、上記実施の形態に限られるものではなく、様々な変更が可能である。
　例えば、上記実施の形態では、何れか一のＧＰＳ衛星において基準値Ｅｍ以下の不一致
数が取得されたタイミングを基準として、各ＧＰＳ衛星における±１符号ずれの範囲で最
小の不一致数のずれ量と位置合わせを行ったが、複数のＧＰＳ衛星の受信符号に対して得
られた最小の不一致数でなく、初めから特定の一のＧＰＳ衛星（例えば、最も受信強度の
高いものなど）の受信符号についてのみ基準値Ｅｍ以下の不一致数を検出しても良い。
【０１０１】
　また、基準値Ｅｍを用いずに、単純に各ＧＰＳ衛星で各々最小不一致数を求めて、当該
最小不一致数に対応するずれ量が±１（幅２）の符号の範囲内にない場合には、タイミン
グ合わせに失敗したとしてやり直しても良い。
【０１０２】
　また、上記実施の形態では、複数衛星間の伝播時間の差に応じた受信タイミングの調整
を行ったが、予め予測衛星軌道を保持しており、予め限られた方向から受信を行わない（
行えない）場合や、準天頂衛星などで天頂角が大きく変化しない場合などには、受信タイ
ミングの調整を行わないことも可能である。また、現在位置情報と軌道情報とに基づいて
受信タイミングのずれ量が算出可能な場合には、当該算出値を用いて又は併用しても良い
。
【０１０３】
　また、上記実施の形態では、照合結果情報として不一致数と照合数とを計数したが、不
一致数の代わりに合致数を計数しても同一の結果が得られる。
【０１０４】
　また、上記実施の形態では、合計の最小不一致数Ｅｔ１の出現確率Ｐｔ（Ｅｔ１）＝Ｐ
ｔ（Ｅｔ（ｉ１））が合計誤同定確率ｐｔに基づいて唯一妥当な範囲内にある場合、又は
次点不一致数Ｅｔ２の出現確率Ｐｔ（Ｅｔ２）＝Ｐｔ（Ｅｔ（ｉ２））が合計誤同定確率
ｐｔに基づいて妥当な範囲内にない場合に信頼性ＯＫとして日時を取得することとしたが
、単純に次点不一致数Ｅｔ２の合計照合数Ｎｔ（ｉ２）に対する比率などによって信頼性
判定を行っても良いし、出現確率の代わりに、照合符号数Ｎの符号列に対して不一致数ｅ
が出現する符号列の数の割合（ＮＣｅ／２Ｎ）などが基準値と比較されても良い。
【０１０５】
　また、上記実施の形態では、ｆｎ機の測位衛星から各々１つずつ合計で捕捉衛星数ｆｎ
個の符号が同定されるごとにリアルタイムで照合処理を行うこととしたが、複数回符号が
取得されてからまとめて照合が行われても良い。
【０１０６】
　また、上記実施の形態では、直近の計時回路４６の日時修正からの経過時間に応じて最
大ずれ幅を定めたが、温度などの条件を含めて定めても良いし、或いは、経過日数が６日
あれば一律に±３秒の最大ずれ幅を定めても良い。
【０１０７】
　また、上記実施の形態では、ＧＰＳ衛星からの受信データに応じた処理を例に挙げて説
明したが、他の測位衛星、例えば、ＧＬＯＮＡＳＳやＧａｌｉｌｅｏなどから受信した電
波を各々の航法メッセージのフォーマットに従って処理して日時を取得しても良い。ＧＬ
ＯＮＡＳＳとＧＰＳのように異なる航法メッセージのフォーマットに係る測位衛星の符号
であっても、各符号長（２０［ｍｓｅｃ］）が同一であれば、照合結果を統合（合算）す
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ることが可能であるが、各々想定符号を用意する必要があり、また、想定符号と想定出来
ない符号の位置がずれて、単純に捕捉衛星の数に応じて受信精度が向上しない場合があり
得る。
【０１０８】
　また、上記実施の形態では、想定可否フラグ列ｓを用いて想定符号でない配列番号ｉに
ついては、照合を省略させることとしたが、例えば、想定符号のみが配列番号に当たる番
号と共に想定符号列として配列されることで、想定可否フラグ列ｓを用いない形で識別が
行われても良い。
【０１０９】
　また、上記衛星電波受信処理部６０をなすチップは、電子時計１とは独立して取引され
、用いられても良い。この場合、計時回路４６の代わりに日時情報を取得する必要があり
、衛星電波受信処理部６０自体が継続的に日時を計数するＲＴＣ（Real Time Clock）や
計時回路を有していても良い。
【０１１０】
　また、以上の説明では、本発明に係るモジュールＣＰＵ６１の処理動作に係る日時情報
受信処理などの動作処理プログラムのコンピュータ読み取り可能な媒体として不揮発性メ
モリからなる記憶部６３を例に挙げて説明したが、これに限定されない。その他のコンピ
ュータ読み取り可能な媒体として、ＨＤＤ（Hard Disk Drive）や、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶ
Ｄディスクなどの可搬型記録媒体を適用することが可能である。また、本発明に係るプロ
グラムのデータを通信回線を介して提供する媒体として、キャリアウェーブ（搬送波）も
本発明に適用される。
　その他、上記実施の形態で示した具体的な構成、動作の内容や手順などは、本発明の趣
旨を逸脱しない範囲において適宜変更可能である。
【０１１１】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、本発明の範囲は、上述の実施の形態に限定
されるものではなく、特許請求の範囲に記載された発明の範囲とその均等の範囲を含む。
　以下に、この出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲に記載した発明を付記する。
付記に記載した請求項の項番は、この出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲の通り
である。
【０１１２】
［付記］
＜請求項１＞
  衛星からの電波を受信して信号を復調し、当該復調した信号における各符号を受信符号
として同定する受信手段と、
  複数の前記衛星による前記受信符号と、当該受信符号の受信タイミングとして取得され
た現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受信が想定される想定符号とを照合し、前
記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前記複数の衛星の各々について前記最大ず
れ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合手段と、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合手段と、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定手段と、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量に基づいて日時情報を取得する日時取得手段と、
  を備えることを特徴とする衛星電波受信装置。
＜請求項２＞
  前記照合結果統合手段は、
  前記複数の衛星からの伝播時間の差に応じた前記受信符号の受信タイミングずれを各々
特定するタイミングずれ特定手段と、
  前記受信タイミングずれを反映して、前記複数の衛星に対して各々前記照合結果情報と
対応付けられた前記ずれ量を調整するずれ量調整手段と、
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  前記調整された前記ずれ量ごとに前記複数の衛星に係る前記照合結果情報を統合する調
整データ統合手段と、
  を備えることを特徴とする請求項１記載の衛星電波受信装置。
＜請求項３＞
  前記タイミングずれ特定手段は、
  前記複数の衛星のうち少なくとも一つについて、複数の前記受信符号に対する前記照合
結果情報が所定の個別合致条件を満たす前記ずれ量を特定する個別ずれ量特定手段と、
  特定された前記ずれ量を基準として前記受信タイミングずれを特定する相対ずれ量特定
手段と、
  を備えることを特徴とする請求項２記載の衛星電波受信装置。
＜請求項４＞
  前記照合手段は、前記複数の衛星についてそれぞれ、複数の前記受信符号と照合された
前記想定符号の照合数と、当該想定符号が前記受信符号と不一致であった不一致数とを前
記衛星ごと前記ずれ量ごとに計数し、
  前記個別ずれ量特定手段は、前記衛星ごと前記ずれ量ごとの前記照合数に対する前記不
一致数が所定の上限基準値以下である場合に、対応するずれ量が当該衛星に係る前記個別
合致条件を満たすと判定する
  ことを特徴とする請求項３記載の衛星電波受信装置。
＜請求項５＞
  前記照合手段は、前記複数の衛星についてそれぞれ、複数の前記受信符号と照合された
前記想定符号の照合数と、当該想定符号が前記受信符号と不一致であった不一致数とを前
記衛星ごと前記ずれ量ごとに計数し、
  前記調整データ統合手段は、前記調整されたずれ量ごとに各衛星の前記不一致数を加算
した合計不一致数及び当該不一致数に各々対応する照合数を加算した合計照合数を算出す
ることで前記照合結果情報を統合することを特徴とする請求項２～４の何れか一項に記載
の衛星電波受信装置。
＜請求項６＞
  前記ずれ量特定手段は、前記合計不一致数が所定の信頼条件を満たすか否かにより前記
合致条件を満たすか否かを判定することを特徴とする請求項５記載の衛星電波受信装置。
＜請求項７＞
  前記受信手段により受信された電波の強度に基づいて符号の誤同定確率を取得する誤同
定確率取得手段と、
  前記複数の衛星の各々について得られた前記誤同定確率に基づいて統合誤同定確率を算
出する統合誤同定率算出手段と、
  を備え、
  前記ずれ量特定手段は、二番目に小さい前記合計不一致数である次点不一致数が当該次
点不一致数に対応する前記合計照合数中に出現する確率が前記統合誤同定確率に応じた所
定の妥当性基準を満たす範囲内にないことを前記所定の信頼条件とする
  ことを特徴とする請求項６記載の衛星電波受信装置。
＜請求項８＞
  電波の受信強度と前記誤同定確率とを対応付けて確率テーブルとして記憶する確率テー
ブル記憶手段を備え、
  前記誤同定確率取得手段は、前記受信強度に基づいて前記確率テーブルを参照すること
で前記誤同定確率を取得する
  ことを特徴とする請求項７記載の衛星電波受信装置。
＜請求項９＞
  前記ずれ量特定手段は、最小の前記合計不一致数である最小不一致数が当該最小不一致
数に対応する前記合計照合数中に出現する確率が前記統合誤同定確率に基づいて前記妥当
性基準を満たす範囲内にあることを前記所定の信頼条件に含む
  ことを特徴とする請求項７又は８記載の衛星電波受信装置。



(22) JP 2017-106936 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

＜請求項１０＞
  前記相対ずれ量特定手段は、一の衛星により得られた受信符号について、前記個別合致
条件を満たす基準ずれ量に対して、前記一の衛星以外の他の衛星による受信符号について
各々所定の符号数の相対ずれ範囲内で当該受信符号と前記想定符号列との間における合致
の度合が最も高いずれ量を各々取得することで、前記複数の衛星に係る前記受信タイミン
グずれを特定することを特徴とする請求項３～９の何れか一項に記載の衛星電波受信装置
。
＜請求項１１＞  前記衛星はＧＰＳ衛星であり、
  前記所定の符号数の相対ずれ範囲内は、前後に１符号以内である
  ことを特徴とする請求項１０記載の衛星電波受信装置。
＜請求項１２＞
  前記照合手段は、前記受信手段により一の受信符号が同定されるごとに、前記一の受信
符号の受信日時に対する前記最大ずれ幅内の前記想定符号と、当該一の受信符号とを照合
することを特徴とする請求項１～１１の何れか一項に記載の衛星電波受信装置。
＜請求項１３＞
  前記最大ずれ幅は、前記取得された現在日時を計数する計時手段の当該現在日時が直近
に修正されてからの経過時間に応じて求められることを特徴とする請求項１～１２の何れ
か一項に記載の衛星電波受信装置。
＜請求項１４＞
  前記最大ずれ幅内の想定符号を含む想定符号列と、当該想定符号列内において前記想定
符号と想定されなかった符号とを識別する識別情報とを生成する想定符号列生成手段を備
え、
  前記照合手段は、前記識別情報に基づいて前記想定符号と前記受信符号とをそれぞれ照
合する
  ことを特徴とする請求項１～１３の何れか一項に記載の衛星電波受信装置。
＜請求項１５＞
  請求項１～１４の何れか一項に記載の衛星電波受信装置と、
  現在日時を計数する計時手段と、
  前記日時取得手段により取得された日時により前記計時手段の計数する日時を修正する
日時修正手段と、
  を備えることを特徴とする電子時計。
＜請求項１６＞
  衛星からの電波を受信して信号を復調し、当該復調した信号における各符号を受信符号
として同定する受信ステップ、
  複数の前記衛星による前記受信符号と、当該受信符号の受信タイミングとして取得され
た現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受信が想定される想定符号とを照合し、前
記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前記複数の衛星の各々について前記最大ず
れ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合ステップ、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合ステップ、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定ステップ、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量に基づいて日時情報を取得する日時取得ステップ、
  を含むことを特徴とする日時取得方法。
＜請求項１７＞
  衛星からの電波を受信して信号を復調する受信手段を備えたコンピュータを、
  前記復調した信号における各符号を受信符号として同定する同定手段、
  複数の前記衛星による前記受信符号と、当該受信符号の受信タイミングとして取得され
た現在日時に対して設定される最大ずれ幅内で受信が想定される想定符号とを照合し、前
記受信符号と前記想定符号との照合結果情報を前記複数の衛星の各々について前記最大ず
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れ幅内におけるずれ量と対応付けて取得する照合手段、
  前記複数の衛星に係る前記複数の受信符号についての前記照合結果情報を統合する照合
結果統合手段、
  前記統合された照合結果情報に基づいて、前記受信符号と前記想定符号とが所定の合致
条件を満たす前記ずれ量を特定するずれ量特定手段、
  前記所定の合致条件を満たすずれ量に基づいて日時情報を取得する日時取得手段、
  として機能させることを特徴とするプログラム。
【符号の説明】
【０１１３】
１     電子時計
４１   ホストＣＰＵ
４２   ＲＯＭ
４３   ＲＡＭ
４４   発振回路
４５   分周回路
４６   計時回路
４７   表示部
４８   表示ドライバ
４９   操作部
５０   電源部
６０   衛星電波受信処理部
６１   モジュールＣＰＵ
６２   メモリ
６３   記憶部
６４   ＲＦ部
６５   ベースバンド変換部
６６   捕捉追尾部
４２１ プログラム
６３１ プログラム
６３２ 履歴記憶部
６３３ 符号記憶部
６３４ 誤同定確率テーブル
ＡＮ   アンテナ
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